番　　　　　　　号
年　　　月　　　日
国土交通大臣　　あて
市町村長、協議会の長又は都市再生推進法人の代表者　氏　　名　　印
 民間まちづくり計画同意（変更）協議書
民間まちづくり活動促進事業制度要綱第○条第○項の規定により、下記のとおり、標記事業に係る民間まちづくり計画を同意（変更）願いたく、申請いたします。
記
１．民間まちづくり計画の地区の名称　　　　　○○　　地区
２．民間まちづくり計画の地区の面積　　　　　○○　　ｈａ
３．民間まちづくり計画　　　　　　　　　　　別添のとおり

４．民間まちづくり計画の同意年月日及び同意番号
５．変更する事項
６．変更を必要とする理由
番　　　　　　　号
年　　　月　　　日
国土交通大臣　　あて
市町村長、協議会の長又は都市再生推進法人の代表者　氏　　名　　印
民間まちづくり計画変更届出書
民間まちづくり活動促進事業制度要綱第○条第○項ただし書の規定により、下記のとおり民間まちづくり計画の変更を届出いたします。
記
１．民間まちづくり計画の地区の名称　　　　　○○　　地区
２．民間まちづくり計画の地区の面積　　　　　○○　　ｈａ
３．民間まちづくり計画　　　　　　　　　　　別添のとおり
４．民間まちづくり計画の同意年月日及び同意番号
５．変更する事項
６．変更を必要とする理由
民間まちづくり計画
○○地区

平成○○年○月○日

○○県○○市
（注）本様式は、民間まちづくり活動促進事業において社会実験・実証事業等を実施する場合に、国土交通大臣に対し民間まちづくり計画の同意協議又は変更の届出を行うためのものです。

１．民間まちづくり計画の地区の概要　
①地区の位置
○○県○○市○○町の一部

　

②計画地区の面積

約○○ha

　　
③地区設定の考え方

　地区の概要、現状と課題等を記載してください。
例）本地区は、●●市の立地適正化計画に定める都市機能誘導区域に位置し、３つの商店街と、図書館、公民館など複数の公益施設が集積しており、昭和中期から●●市の核となっていた場所である。（地区の概要を記載）

しかし、・・・・が課題となっている。（事業実施の背景（当該地区の現状、課題等）を記載。適宜、数値データをもって説明のこと。）

　
※制度要綱第５条第６項に規定する計画同意の際の判断基準「実現可能性、普遍性」に関する事項であり、地域の特性、課題などを的確に把握し、それを踏まえた区域設定となっていることを具体的に記載して下さい。
【位置図】
	・図面には対象地区（民間まちづくり活動促進事業制度要綱第○条第○号に掲げる都市再生緊急整備地域、立地適正化計画に定める都市機能誘導区域等）を青線で明示し、民間まちづくり計画の地区を赤線で明示してください。（必要に応じ詳細図を添付してください。）
・民間まちづくり活動として実施する取組（社会実験・実証事業等を実施する位置も含む。）の範囲を明示してください。
・主要な都市施設、鉄道駅等を明示してください。

　



２．民間まちづくり活動の方針、目標


（留意事項）

· 「１．地区の概要」において記載した地区の現状、課題等を踏まえ、民間まちづくり活動の方針・目標を記載してください。

· 目標は極力定量的な記載（例：平成○○年度末までに、○○広場前の休日歩行者通行量を△△人にする。）に努めて下さい。
※制度要綱第５条第６項に規定する計画同意の際の判断基準「実現可能性、先導性、継続性及び普遍性」に関する事項であり、
・地域の特性、課題などを的確に把握し、それを踏まえた区域設定となっていること
・取組み内容が先進的であり、他の地域での取組みの参考になること

・地域が持つ資源、ノウハウ、マンパワーなどを活用した事業主体による具体的な取組みであり、取組みの効果が十分に見込まれること

などを具体的に記載して下さい。
３．民間まちづくり活動の概要
（留意事項）

民間まちづくり活動として実施する取組について、取組の名称、主体、目的、内容、スケジュール、その他必要な事項を記載してください。

複数の取組がある場合は、各々の取組に分けて記載してください。

※制度要綱第５条第６項に規定する計画同意の際の判断基準「実現可能性、先導性、継続性及び普遍性」に関する事項であり、
・地域の特性、課題などを的確に把握し、それを踏まえた区域設定となっていること
・取組み内容が先進的であり、他の地域での取組みの参考になること

・地域が持つ資源、ノウハウ、マンパワーなどを活用した事業主体による具体的な取組みであり、取組みの効果が十分に見込まれること

などを具体的に記載して下さい。

　

※応募様式Ａに記載した内容をもととし、各事項とも具体的に記載して下さい。
＜社会実験・実証事業等の内容＞
	番号
	

	１）社会実験・実証事業等の名称
	

	２）施行者（予定）

	

	３）目的

	地区内の開発動向、課題を踏まえ、この取組によって達成・実現しようとする内容、解決しようとすることなどを、４）に繋がるよう具体的に記載してください。


	４）事業内容

	取組みのテーマ、内容、手法等について、先導性・先進性に留意し、その特徴が分かるよう記載ください。
また、事業が今後のまちづくりにどのように活かされるのか、その見込みを具体的に記載して下さい。


	５）検証項目


	社会実験・実証事業等の実施を通じ、何を、どのようにして検証しようとするのかについて、内容及び検証方法（外部委託の有無。有りの場合の内容）を具体的に記載してください。


	６）概算事業規模
	H31補助対象事業費及び要望国費を記載して下さい。
※補助対象事業費の内訳を明らかにした経費内訳書を添付してください。

	７）スケジュール


	補助金交付申請、社会実験・実証事業等の実施、効果検証、効果検証に関する考察などの結果の取りまとめなど、事業期間を通じたスケジュールを詳細に記載してください。


	８）社会実験のフロー
	社会実験・実証事業等を実施する際の関係機関との協議や手続きを含め、フローを記載してください。


	９）備考
	その他、事業の実施にあたって特記することがあれば記載してください。


· 実施箇所が分かるように、番号を位置図に記載してください。また、必要に応じ、行や欄を追加して頂いて構いません。

４．民間まちづくり活動において管理、活用、改善等を行う施設


· 広場、道路、河川敷、空き店舗など、民間まちづくり活動において管理、活用、改善等を行う施設を記載してください。

· あわせて、平成31年度に取り組もうとする内容を中心に、中長期的なまちづくり活動の展開を記載してください。
· 複数の取組がある場合は、各々の取組に分けて記載してください。

５．推進体制


（留意事項）

· 民間まちづくり活動の実施にあたっての推進体制を記載してください。

· 多様なまちづくりの担い手との連携がある場合は、それぞれの役割分担についても記載してください。

· また、連携を図る関係者の記載においては、想定している関係者を全てご記載下さい。この場合、未定の者については当該者の名称の後に（予定）と付記してください。
６．資金計画

· 活動の継続・発展に向けた資金調達手法を具体的に記載してください。
７．期間
本計画の期間を記入してください
８．その他必要な事項（まちづくり人材の確保）

　　活動の継続・発展に向けた人材確保に関する現状、今後の取組み・方針を具体的に記載してください。

９．提出参考資料
都市利便増進協定、歩行者経路協定又は低未利用土地利用促進協定に基づく社会実験・実証事業等を行う場合は、本計画に協定書の写し（協定締結予定のものにあっては、協定書の案）を添付してください。

その他、本計画に関連する既存の計画や指針等がある場合には、本計画に添付してください。

